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振幅依存性を有する間柱型粘弾性ダンパーを設置した制振構造の地震応答予測手法 

その 1 応答予測手法の概要 
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1. はじめに 

近年，南海トラフ地震等の長周期地震動の発生が予測さ

れており，超高層建物は長時間，大振幅で振動し続けるこ

とが懸念されている 1)。そこで，建物の振動を抑制する制

振構造 2)の需要が高まっている。一方，制振構造の設計に

は複数の地震波を用いた時刻歴応答解析が必要であるが，

時刻歴応答解析を繰り返すことによる試行錯誤的な設計

では，時間効率に優れているとは言い難い。それを解決す

る手段として，ダンパーと応答の関係を包括的に把握でき

る応答予測法を用いて概略設計を行う手法が挙げられる。 
非線形性を有する建物の応答予測法として，等価線形化

法が挙げられる。等価線形化法は，非線形性を有する応答

を等価な線形系に置換して推定する手法であり，ダンパー

の効果と応答の関係を包括的に理解することにも有効で

ある。制振構造の等価線形化法に関する研究は精力的に行

われており，竹内ら 3)，石井ら例えば 4)は制振構造の応答予測

法，笠井ら例えば 5)は目標応答を満たす制振ダンパーの設計

法を提案している。しかし，振幅依存性を有する非線形粘

弾性ダンパーの等価線形化について示された例は少なく例

えば 5)，特に，間柱型ダンパーについて言及されている例は

ほとんどない。そこで，本報では振幅依存性を有する間柱

型粘弾性ダンパーを対象とする。 
間柱型ダンパーは，柱梁架構内の任意の位置に設置可能

であり，開口が広く取れるといったメリットを有する。し

かし，間柱，大梁の変形により，層間変形に対するダンパ

ー変形の比（以降，実効変形比）が減少することが知られ

ている例えば 6)。そのため，竹内ら 3)，笠井ら例えば 5)などの等

価せん断型モデル（以降，せん断モデル）を用いることを

前提とした手法を間柱型ダンパーに適用する場合，実効変

形比を適切に考慮したせん断モデルを用いる必要がある。 
実効変形比を考慮したせん断モデルの作成には，石井ら

7)の手法が有効である。そこでは，状態 N，R 解析という 2
種類の静的解析より得られる骨組特性値を用いることで，

部材構成モデルの応答を再現するせん断モデルが作成可

能であることが示されており，筆者らも，本報で用いる間

柱型粘弾性ダンパーでその有効性を確認している 8)。その

ため，状態 N，R 解析より作成したせん断モデルを用いる

ことで，間柱型ダンパーを用いた制振構造においても，せ

ん断モデルの使用を前提とした手法が適用可能である。 
そこで，本報では，振幅依存性を有する間柱型粘弾性ダ

ンパーを用いた制振構造の等価線形化法に基づく地震応

答予測手法を提案する。本報その 1 では，応答予測法の概

要について述べる。その際，層間変形角等の応答のみなら

ず，ダンパー変形をも正確に予測する方法と，より簡易的

に層間変形角等の応答を予測する方法の 2 種類の応答予

測法について示す。 
 
2. 非線形粘弾性ダンパーの解析モデル概要

本報で用いる粘弾性ダンパーの概要を示す。本報では，

振幅依存性を有する非線形粘弾性ダンパーを対象とする

ため，Fig.1 に示すように，粘弾性ダンパーのせん断ひずみ

γd が変化するとループの形状が変化し，Fig.2 で定義する

等価せん断弾性率 Geqおよび等価減衰定数 Heqが変化する。

Fig.3 に粘弾性ダンパーの解析モデルの概念図を示す。本

報では文献 9)の解析モデルを用い，Fig.3 に示すように 4
要素でモデル化する 10)。粘弾性ダンパーは最大経験せん断

ひずみに応じて剛性が低下する非線形ばね（以降，要素 1），
最大経験せん断ひずみに応じて減衰量が低下する 2 つの

塑性要素（以降，要素 2，3），Maxwell 要素（以降，要素

4）で構成され，せん断応力度 τd，せん断ひずみ γd 関係は

次式で与えられる 10)。 
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ここに，γdmax：過去に経験した最大せん断ひずみ，Γ：せん

断ひずみの変化の絶対値の累積値，Ge：経験最大せん断ひ

ずみによる剛性の低減係数，Gp1，Gp2：経験最大せん断ひ

ずみによる減衰の低減係数である。Fig.4に粘弾性ダンパー

の温度20℃，振動数0.33Hz，最大せん断ひずみ1.0（以降，

標準状態）で定常振動した場合のせん断応力度，せん断ひ

ずみ関係を示す。Fig.4に示すように，1サイクル目，第一

象限の経験最大せん断ひずみ到達前は，剛性と減衰の低減

効果の影響で2サイクル目と比べると荷重変形履歴に膨ら

みが生じる（Ge，Gp1，Gp2でその影響を考慮）。また，θe，

αe，θp，αp， eg，l1， 1pg ， 2pg ，l2， vg，vは材料定数であ

り，特に， eg， 1pg ， 2pg ， vgは粘弾性ダンパーの初期温

度，および粘弾性ダンパーの性能変動によって値が変化す

る。 eg， 1pg ， 2pg ， vgは次式で表される11)。 
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11 pHGp gYXg     (6) 

22 pHGp gYXg     (7) 
vHGv gYXg     (8) 

ここに，ge，gp1，gp2，gv：粘弾性ダンパーの初期温度20℃
かつ性能変動がない場合の材料定数，Gλθ，Hλθ：等価せん断

弾性率Geq，等価減衰定数Heqの温度補正係数，X，Y：粘弾

性ダンパーの性能変動による材料定数の補正係数である。

Gλθ，Hλθ，X，Yは次式で算出される10),11)。 
3697.110668.110029.9 225   G  (9) 
9652.010958.510108.2 324   H  (10) 

   366.11026784.01 2481.2  pHpHpGX   (11) 
   366.11026784.01 2481.2  pHpHpHY   (12) 

ここに，θ：粘弾性ダンパーの初期温度，Gλp，Hλp：諸要因

による Geq，Heq の変動を考慮した係数（以降，それぞれ等

価せん断弾性率変動係数，等価減衰定数変動係数）である。

各材料定数の値は文献 10)を参照されたい。 
 
3. 応答予測手法の概要 
3.1 詳細応答予測法（DPM）の概要 

非線形粘弾性ダンパーを組み込んだ建物モデルの詳細

応答予測法（Detail prediction method：DPM）の手順を示す。

応答予測に用いるせん断モデルの概念図をFig.5に示す。

Fig.5より，対象とするせん断モデルは主架構剛性を表す擬

似フレーム，ダンパーの変形のロスを表現する擬似ブレー

ス，擬似ブレースと直列に配置される擬似ダンパーで構成

される7),8)。本報では，擬似ブレースと擬似ダンパーの直列

系を合わせて付加系，擬似フレームと付加系の並列系を合

わせてシステムと称する。本報では擬似フレーム（主架構）

は弾性とする。せん断モデルの作成手順は本報その2に示

す。また，DPMは，入力地震動が速度応答スペクトル一定

領域を持ち，ダンパー付加前後とも速度応答スペクトル一

定領域の範囲に1次固有周期を持つことを適用条件とする。 
まずは，i層の質量mi，i層1次の主架構（擬似フレーム）

のみの固有モード1ufiより，主架構のみの等価1自由度系に

おける1次等価質量1Meqfを次式で算出する。 
     N

i fii
N
i fiieqf umumM 1

2
1

2

1 11  (13) 

ここに，N：層数，右下の添え字iはi層の諸元，計算値を表

しており，以降も同様である。次に，主架構のみの1次固

有周期1Tfと1次の構造減衰1ξ0に対応する加速度応答スペク

トル値Sa(1Tf, 1ξ0)より，主架構のみの応答ベースシア1QsB(0)

を次式で算出する。 
),( 0111

)0(
1 faeqfsB TSMQ   (14) 

右上の添え字(0)は応答ベースシアを算出する際の収斂計

算における 0 回目の値（仮定の値）である。また，ベース

シアに対する各層の層せん断力の比 Bsi を算出する際の層

せん断力係数の高さ方向分布を表す係数 iA  は，高次モー

ドの影響を考慮し，主架構のみの 1~3 次モードの 2 乗和平

方根（SRSS）より次式で算出する。 
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ここに，jβf：主架構のみの刺激係数，左下の添え字 j は j 次
モードの諸元，計算値であり，以降も同様である。また，

Dh：減衰効果係数であり，次式で評価する 12)。 
       11 01hD  (16) 

ここに，(ξ)は，任意の減衰定数 ξによって値が変化するこ

とを示す。また，本報では人工地震波を対象とした場合の

推奨値である α = 75 を用いる 2)。 
続いて，システムの等価剛性および等価減衰定数より，

システムの層せん断力，層間変位を算出する手順を示す。

システムの等価剛性を算出するにあたって，粘弾性ダンパ

ーの等価剛性を算出する必要があるが，本報で用いる粘弾

性ダンパーは振幅依存性を有しており，粘弾性ダンパーの

せん断ひずみが変化すると，粘弾性ダンパーの等価せん断

弾性率，つまり等価剛性が低下する特性を有する（Fig.1，
2）。よって，システムの等価剛性を算出するには収斂計算

Fig.4 Hysteresis loop of 
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(a) 1 cycle (b) 2 cycle 
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を用いる必要がある。まずは，仮定する擬似ダンパーのせ

ん断ひずみ(0)γdsi(n)を次式で算出する。 
 dsifsi

n
sBsi

n
dsi dKQB  )(

1
)()0(   (17) 

ここに，Kfsi：擬似フレーム剛性，ddsi：擬似ダンパーの厚

さ，右上の添え字(n)は応答ベースシアを算出する際の収斂

計算における n 回目の値，左上の添え字(0)は擬似ダンパー

のせん断ひずみを算出する際の収斂計算における 0 回目

の値（仮定の値）であることを示す。次に，システムの等

価剛性 Keqsi を次式で算出する。 
)()()()( n

aeqsi
p

fsi
n

eqsi
p KKK   (18) 

ここに，左上の添え字(p)は擬似ダンパーのせん断ひずみを

算出する際の収斂計算における p 回目の値である。また，

Kaeqsi：付加系の等価剛性であり，次式で算出する。 
 )()()()()()( n

deqsi
p

bsi
n

deqsi
p
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n

aeqsi
p KKKKK   (19) 

ここに，Kbsi：擬似ブレース剛性である。また，Kdeqsi：擬似

ダンパーの等価剛性であり，次式で算出される。 

dsipGfGG
n

iG
p

deqsidsi
n

deqsi
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ここに，Adsi：擬似ダンパーのせん断面積，Gdeqsi：標準状態

における粘弾性ダンパーの等価せん断弾性率（本報で用い

る粘弾性ダンパーは0.641N/mm2）である。また，Gλγi，Gλf：

粘弾性ダンパーの等価せん断弾性率のせん断ひずみ補正

係数，振動数補正係数であり，それぞれ次式で表される10)。 
10130.065317.0)()( )()()()( 5626.56355.242960.0 n

ds i
pn

ds i
p een

iG
p     (21) 

ffG 10log3813.01836.1   (22) 

ここに，f：振動数である。本報では，主架構のみの一次固

有周期を用いて，f = 1/1Tf とする。高次モードや，粘弾性ダ

ンパーの設置による短周期化の影響により，f の値が変化

することが考えられるが，振動数 f が高いほど Gλf は大き

くなり，粘弾性ダンパーの等価剛性 Kdeqsi は高くなること

から，本報では簡便性および安全側の措置として，主架構

のみの一次固有周期 1Tf を用いている。 
次に，層間変位(p)δsi(n)，付加系の負担せん断力(p)Qasi(n)を次

式で算出する。 
)()()(
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次に，新たな擬似ダンパーのせん断ひずみ(p+1)γdsi(n)を次式

で算出する。 
 dsi

n
deqsi

pn
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(p)γdsi(n) ≈ (p+1)γdsi(n)となるまで式(18)~(25)を繰り返す。本報で

は，(p)γdsi(n)に対する(p+1)γdsi(n)の誤差1%以内であることを収

束条件としている。安定したγdsi(n)が得られると，i層1次の

等価減衰定数1ξeqi(n)を次式で算出する。 
)()()(

1 4 n
si

n
si

n
eqi WW    (26) 

ここに，Wsi：弾性ひずみエネルギー，ΔWsi：擬似ダンパー

の1サイクル間の消費エネルギーであり，それぞれ次式で

算出する。 
  )()(2)(

1
)( 2 n

eqsi
pn

sBsi
n

si KQBW   (27) 

 )(
4

)(
3

)(
2

)(
1

)( n
i

n
i

n
i

n
idsidsi

n
si EEEEdAW    (28) 

ここに，左上の添え字 )(p は，式(18)~(25)の収斂計算にお

いて，収束条件を満たしたときの計算値であることを示す。

本報で用いる粘弾性ダンパーはFig.3に示すように4要素モ

デルであり，式(28)のE1i，E2i，E3i，E4iはそれぞれ要素1～4
のエネルギー吸収量を粘弾性ダンパーの体積で除した値

である。Fig.4に示すように，本報で用いる粘弾性ダンパー

は経験最大せん断ひずみに応じてループの形状が変化す

るため，2サイクル目以降の定常振動を想定し，E1i(n)，E2i(n)，

E3i(n)，E4i(n)をそれぞれ次式で算出する13)。 
0)(

1 n
iE  (29) 

   1
)()(

1
)()( 21

)()(
1

)(
1

)(
2 1222 lln

dsi
pn

p
n

i
n

ds i
pn

ds i
p eellGE      (30) 

   2
)()(

2
)()( 22

)()(
2

)(
2

)(
3 1222 lln

dsi
pn

p
n

i
n

ds i
pn

ds i
p eellGE      (31) 

  2)()(2)(
4 212 vfgfE n

dsi
pn

i      (32) 

式(32)において，0 < f ≤ 1.89（周期0.53秒以上）では，振動

数fが高いほどE4iは大きくなり，1ξeqiが大きくなるため，式

(22)のfと同様の理由で，f = 1/1Tfとしている。 
次に，各層の等価減衰定数1ξeqi(n)を各層の弾性ひずみエ

ネルギーWsi(n)で重み付けし，建物全体の1次等価減衰定数

1ξeq(n)を次式で算出する。 
  011

)(
1

)()(
1

)(
1    

N
i

n
si

N
i

n
si

n
eqi

n
eq WW  (33) 

また，システム等価1自由度系における1次等価周期1Teq(n)，

1次等価質量1Meq(n)を次式で算出する。 

   
 N

i
i
p

n
eqsp

p
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n
eq KBmT 1 1

)()()(
1 2  (34) 
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n
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2
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1  (35) 

Dh(1ξeq(n))（式(16)より，ξ = 1ξeq(n)として算出），1Teq(n) ，1Meq(n)

を用いて，次式で新たな応答ベースシア1QsB(n+1)を算出する。 
  )0(

1
)(

1
)(

11
)(

1
)0(

1
)1(

1 eq
n

eq
n

eqf
n

eqhsB
n

sB MMTTDQQ    (36) 

1QsB(n) ≈ 1QsB(n+1)となるまで式(17)～(36)を繰り返す。Fig.6に
DPMにおける収斂計算のフローを示す。本報では，1QsB(n)

に対する1QsB(n+1)の誤差1%以内であることを収束条件とし

ている。1QsB(n) ≈ 1QsB(n+1)となれば，次式で各層のせん断力
)(n

siQ 
，層間変位

)(n
si

 を算出する。 
)(

1
)( n

sBsi
n

si QBQ   ， )()()( n
eqsi

n
si

n
si KQ    (37,38) 

ここに，右上の添え字 )(n は，式(17)～(36)の収斂計算にお
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Fig.6 Flowchart of convergent calculation (DPM) 
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ここに，γdmax：過去に経験した最大せん断ひずみ，Γ：せん

断ひずみの変化の絶対値の累積値，Ge：経験最大せん断ひ

ずみによる剛性の低減係数，Gp1，Gp2：経験最大せん断ひ

ずみによる減衰の低減係数である。Fig.4に粘弾性ダンパー

の温度20℃，振動数0.33Hz，最大せん断ひずみ1.0（以降，

標準状態）で定常振動した場合のせん断応力度，せん断ひ

ずみ関係を示す。Fig.4に示すように，1サイクル目，第一

象限の経験最大せん断ひずみ到達前は，剛性と減衰の低減

効果の影響で2サイクル目と比べると荷重変形履歴に膨ら

みが生じる（Ge，Gp1，Gp2でその影響を考慮）。また，θe，

αe，θp，αp， eg，l1， 1pg ， 2pg ，l2， vg，vは材料定数であ

り，特に， eg， 1pg ， 2pg ， vgは粘弾性ダンパーの初期温

度，および粘弾性ダンパーの性能変動によって値が変化す

る。 eg， 1pg ， 2pg ， vgは次式で表される11)。 
 

       
 

  e

p

e
evg

elgelge
XYXgXg

ee

vv

lplppp

pGe











1

43
1221111

1

1
314

111 11




















 (5) 

11 pHGp gYXg     (6) 

22 pHGp gYXg     (7) 
vHGv gYXg     (8) 

ここに，ge，gp1，gp2，gv：粘弾性ダンパーの初期温度20℃
かつ性能変動がない場合の材料定数，Gλθ，Hλθ：等価せん断

弾性率Geq，等価減衰定数Heqの温度補正係数，X，Y：粘弾

性ダンパーの性能変動による材料定数の補正係数である。

Gλθ，Hλθ，X，Yは次式で算出される10),11)。 
3697.110668.110029.9 225   G  (9) 
9652.010958.510108.2 324   H  (10) 

   366.11026784.01 2481.2  pHpHpGX   (11) 
   366.11026784.01 2481.2  pHpHpHY   (12) 

ここに，θ：粘弾性ダンパーの初期温度，Gλp，Hλp：諸要因

による Geq，Heq の変動を考慮した係数（以降，それぞれ等

価せん断弾性率変動係数，等価減衰定数変動係数）である。

各材料定数の値は文献 10)を参照されたい。 
 
3. 応答予測手法の概要 
3.1 詳細応答予測法（DPM）の概要 

非線形粘弾性ダンパーを組み込んだ建物モデルの詳細

応答予測法（Detail prediction method：DPM）の手順を示す。

応答予測に用いるせん断モデルの概念図をFig.5に示す。

Fig.5より，対象とするせん断モデルは主架構剛性を表す擬

似フレーム，ダンパーの変形のロスを表現する擬似ブレー

ス，擬似ブレースと直列に配置される擬似ダンパーで構成

される7),8)。本報では，擬似ブレースと擬似ダンパーの直列

系を合わせて付加系，擬似フレームと付加系の並列系を合

わせてシステムと称する。本報では擬似フレーム（主架構）

は弾性とする。せん断モデルの作成手順は本報その2に示

す。また，DPMは，入力地震動が速度応答スペクトル一定

領域を持ち，ダンパー付加前後とも速度応答スペクトル一

定領域の範囲に1次固有周期を持つことを適用条件とする。 
まずは，i層の質量mi，i層1次の主架構（擬似フレーム）

のみの固有モード1ufiより，主架構のみの等価1自由度系に

おける1次等価質量1Meqfを次式で算出する。 
     N

i fii
N
i fiieqf umumM 1

2
1

2

1 11  (13) 

ここに，N：層数，右下の添え字iはi層の諸元，計算値を表

しており，以降も同様である。次に，主架構のみの1次固

有周期1Tfと1次の構造減衰1ξ0に対応する加速度応答スペク

トル値Sa(1Tf, 1ξ0)より，主架構のみの応答ベースシア1QsB(0)

を次式で算出する。 
),( 0111

)0(
1 faeqfsB TSMQ   (14) 

右上の添え字(0)は応答ベースシアを算出する際の収斂計

算における 0 回目の値（仮定の値）である。また，ベース

シアに対する各層の層せん断力の比 Bsi を算出する際の層

せん断力係数の高さ方向分布を表す係数 iA  は，高次モー

ドの影響を考慮し，主架構のみの 1~3 次モードの 2 乗和平

方根（SRSS）より次式で算出する。 
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TSDum

TSDum
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1
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),()(




 (15) 

ここに，jβf：主架構のみの刺激係数，左下の添え字 j は j 次
モードの諸元，計算値であり，以降も同様である。また，

Dh：減衰効果係数であり，次式で評価する 12)。 
       11 01hD  (16) 

ここに，(ξ)は，任意の減衰定数 ξによって値が変化するこ

とを示す。また，本報では人工地震波を対象とした場合の

推奨値である α = 75 を用いる 2)。 
続いて，システムの等価剛性および等価減衰定数より，

システムの層せん断力，層間変位を算出する手順を示す。

システムの等価剛性を算出するにあたって，粘弾性ダンパ

ーの等価剛性を算出する必要があるが，本報で用いる粘弾

性ダンパーは振幅依存性を有しており，粘弾性ダンパーの

せん断ひずみが変化すると，粘弾性ダンパーの等価せん断

弾性率，つまり等価剛性が低下する特性を有する（Fig.1，
2）。よって，システムの等価剛性を算出するには収斂計算

Fig.4 Hysteresis loop of 
viscoelastic damper (0.33 Hz, 20℃) 

(a) 1 cycle (b) 2 cycle 

Fig.5 Shear model 
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いて，収束条件を満たしたときの計算値であることを示す。 
Fig.6 に示すように，DPM は擬似ダンパーのせん断ひず

みとベースシアに対して 2 重の収斂計算を行うことで，収

斂計算におけるベースシアの変化に擬似ダンパーのせん

断ひずみを常に対応させながら計算を行っている。そうす

ることで，層せん断力や層間変形のみならず，ダンパー変

位の予測も可能となる。 
3.2 簡易応答予測法（EPM）の概要 

続いて，簡易応答予測法（Easy prediction method：EPM）

の手順を示す。応答予測に用いるせん断モデルはDPMと同

様にFig.5に示すものとする。また，EPMも入力地震動が速

度応答スペクトル一定領域を持ち，ダンパー付加前後とも

速度応答スペクトル一定領域の範囲に1次固有周期を持つ

ことを適用条件とする。 
まずは，DPMと同様に，式(13)より主架構のみの1次等価

質量を算出した後，次式で主架構のみの応答ベースシア

1QfsB，層間変位δfsiを算出する。 
),( 01111 faeqffsB TSMQ  ， fsifsBsifsi KQB 1  (39,40) 

EPM では，ベースシアの収斂計算は行わないため，主架構

のみの応答ベースシアを 1QfsB と表記する。 
続いて，システムの等価剛性および等価減衰定数より，

システムの層せん断力，層間変位を算出する手順を示す。

システムの等価剛性を算出するには収斂計算を用いる必

要があるため，まずは，仮定する擬似ダンパーのせん断ひ

ずみ γdsi[0]を次式で算出する。 
   

dsidsidsi d00   ，      dsideqsidsiaeqsifsidsi KK  0  (41,42) 

ここに，δdsi：擬似ダンパーの変位，右上の添え字[0]は，EPM
における収斂計算0回目の値（仮定の値）であることを示

す。また， )( dsideqsiK   ， )( dsiaeqsiK   はせん断ひずみ dsi  時の

擬似ダンパーおよび付加系の等価剛性であることを示し

ている。本報では擬似ブレースの影響により層間変形に対

して擬似ダンパーの変位が小さくなる影響を考慮し

（Fig.5），式(40)より得られた主架構のみの応答層間変位

δfsiの ei 倍（0 < ei ≤ 1）がダンパー変位として生じた際の

擬似ダンパーおよび付加系の等価剛性をもとに，γdsi[0]を設

定している。 dsi  は，次式で算出される。 
dsifsieidsi d   (43) 

本報では，全層で一律に ei = 0.7とするが， ei の違いが応

答予測の精度に及ぼす影響が小さいことを確認している。 
次に，擬似ダンパーのせん断ひずみγdsi[q]を用い，式

(18)~(22)よりシステムの等価剛性Keqsi[q]を算出する。ここ

に，右上の添え字[q]は，EPMにおける収斂計算q回目の値

であることを表し，以降も同様である。 
次に，擬似ダンパーのせん断ひずみγdsi[q]とシステムの等

価剛性Keqsi[q]を用い，式(26)~(34)より建物全体の1次等価減

衰定数1ξeq[q]，1次等価周期1Teq[q]を算出する。しかし，EPM
では，弾性ひずみエネルギーWsiの算出に主架構のみの応

答ベースシア1QfsBを用いる点がDPMと異なる（式(44)）。 
     q

eqsifsBsi
q

si KQBW 22
1  (44) 

次に，Dh(1ξeq[q])，1Teq[q]を用いて，次式で新たな擬似ダン

パーのせん断ひずみγdsi[q+1]を算出する。 
        

f
q

eq
q

eqhdsi
q

dsi TTD 111
01    (45) 

γdsi[q] ≈ γdsi[q+1]となるまで計算を繰り返す。Fig.7にEPMにお

ける収斂計算のフローを示す。本報では，γdsi[q]に対する

γdsi[q+1]の誤差10%以内であることを収束条件としている。

また，本報の検討範囲では，1~2回の収斂作業で収束条件

を満たすこと，γdsi[q]に対するγdsi[q+1]の誤差10%以内を満た

すと予測値が概ね収束することを確認している。 
γdsi[q] ≈ γdsi[q+1]となれば，

 q
dsi

 を用い，式(35)でシステム

の1次等価質量
 q

eqM 
1 を算出する。ここに，右上の添え字

 q は，EPMの収斂計算において，収束条件を満たしたと

きの計算値であることを示す。また，
 )(1
q

eqhD  ，
 q

eqT 
1 ，

 q
eqM 

1 を用い，式(36)~(38)でベースシア
 q

sBQ 
1 および各層

の層せん断力
 q

siQ 
，層間変位

 q
si

 を算出する。 
EPMは，γdsi(0)をDh(1ξeq[q])･1Teq[q]/1Tfを用いて全層で一定の

割合で変化させるため，最終的に得られた層間変位  q
si

 と

擬似ダンパーのせん断ひずみ
 q

dsi
 は対応しないが，DPM

と比較して，計算フローが簡略化される利点を有する。 

4. まとめ 
本報その 1 では，振幅依存性を有する粘弾性ダンパーを

設置した制振構造建物の地震応答予測法の概要を示した。

その際，層せん断力や層間変形のみならず，ダンパー変形

をも正確に予測する DPM と，より簡易に層せん断力，層

間変形を予測する EPM の 2 種類の予測法を示した。本報

その 2 では，DPM，EPM を用いて予測した応答と時刻歴

応答解析結果を比較し，予測精度を検証する。 
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Fig.7 Flowchart of convergent calculation (EPM) 
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